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④ IFRSと米国の一般に認められた会計原則（U. S. GAAP）のコンバージェンスを増進
すること






















































ガラス・土石製品 １社 ２社 ２社 ２社 ２社 ２社 ２社
ゴム ― ― ― ― ― １社 ―
ゴム製品 ― ― ― １社 ２社 ２社 ４社
サービス業 １社 ２社 ４社 ８社 13社 20社 25社
その他金融業 ― ― ２社 ２社 ２社 ５社 ６社
その他製品 ― ― ― ― １社 ― ―
医薬品 ― ６社 ８社 ９社 11社 17社 17社
卸売業 ２社 ７社 ８社 ９社 11社 11社 11社
化学 ― ― ２社 ２社 ６社 11社 14社
機械 ― ― ２社 ５社 ５社 ６社 11社
金属製品 ― ― ― ２社 ２社 ３社 ３社
小売業 ― ― ３社 ３社 ５社 ９社 11社
証券，商品先物取引業 ２社 ２社 ２社 ２社 ２社 ２社 ２社
情報・通信業 ― ２社 ５社 ８社 13社 15社 24社
食料品 １社 １社 １社 １社 ３社 ５社 ９社
精密機器 １社 １社 １社 ２社 ３社 ７社 ７社
石油・石炭製品 ― ― ― ― １社 １社 １社
繊維製品 ― ― ― ― ― ― １社
鉄鋼 ― ― １社 １社 １社 １社 ３社
電気機器 ２社 ３社 ９社 11社 17社 18社 22社
非鉄金属 ― ― ― ― １社 １社 ２社
不動産業 ― １社 １社 ２社 ２社 ２社 ２社
保険業 ― ― ― ― ― １社 １社
輸送用機器 ― ― ７社 10社 12社 14社 16社
陸運業 ― ― １社 １社 ２社 ２社 ２社




注：2011年 5 月期から2012年 3 月期の有価証券報告書において，IFRS第13号を早期適用していた企業
は見られない。
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金融商品の公正価値ヒエラルキーのレベル別情報開示は，当初の2012年 4 月期～2013年 3
月期は開示なしの実態（90.0％）であったが，年度を経るごとに開示なしから開示ありへ
と大きく転換していることがわかる（直近の2018年 4 月期～2019年 3 月期の開示なしは
13.3％）。
また，開示方法は，表形式で金融商品の公正価値と帳簿価額を，表外にそのレベルを開
示する方法が多く採用されている（直近の2018年 4 月期～2019年 3 月期は51.5％）。



































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































る（2012年 4 月期～：50％，2013年 4 月期～：70.4％，2014年 4 月期～：72.9％，2015年 4
月期～：75.3％，2016年 4 月期～：76.9％，2017年 4 月期～：82.7％，2018年 4 月期～：




の両方を開示する状況にある（2016年 4 月期～：51.1％，2017年 4 月期～：60.5％，2018
年 4 月期～：62.2％）。














































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































３社（30.0％） ６社（60.0％） １社（10.0％） 10社
2013年４月期
～2014年３月期
13社（48.1％） 11社（40.7％） ３社（11.1％） 27社
2014年４月期
～2015年３月期
22社（37.3％） 31社（52.5％） ６社（10.2％） 59社
2015年４月期
～2016年３月期
33社（40.7％） 42社（51.9％） ６社（7.4％） 81社
2016年４月期
～2017年３月期
56社（47.9％） 54社（46.2％） ７社（6.0％） 117社
2017年４月期
～2018年３月期
80社（51.3％） 62社（39.7％） 14社（9.0％） 156社
2018年４月期
～2019年３月期




































































































































































































































































































































































































Financial Accounting Standards Board（FASB）［2009］, Proposed Accounting Standards Update,
Fair Value Measurements and Disclosures（Topic 820）: Improving Disclosures about Fair Value
Measurements, August 28, 2009.
International Accounting Standards Board（IASB）［2011］, IFRS 13 Fair Value Measurement, May
2011（IFRS財団・企業会計基準委員会編，公益財団法人財務会計基準機構監訳［2019］，『IFRS®
基準＜注解付き＞2019』Part A・Part B・Part C，中央経済社所収）。
杉本徳栄・玉川絵美［2020］，「財務報告のための公正価値の測定方法と開示の実態―IFRS任意
適用企業による IFRS第13号『公正価値測定』の適用状況」，『週刊経営財務』No. 3440，2020
年 1 月13日。
税務研究会「週刊経営財務」編集部編［2019］，『2019年販 有価証券報告書 開示実例と傾向』
（別冊週刊経営財務）税務研究会。
110
